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重要課題：ストック効果の最大化を図る社会資本整備の推進

改革項目：⑨メンテナンス産業の育成・拡大
・メンテナンス産業の育成・拡大

改革工程
改革工程の進捗

計画期間中の進捗 今後の進展について

民間技術者の育成・活用を促進、
点検・診断等の業務の質を確保

民間資格の登録制度については、2016
年度に37資格を新たに登録し、点検・診
断等の登録資格数は延べ136資格に増加（順調）

継続的に取組を推進

産官学が連携し、オープンイノ
ベーションの導入・推進によるイ
ンフラメンテナンスの生産性革命、
公認フォーラム制度の導入によ
るビジネスチャンスの創出、ＩＣＴ
を含む異業種からの新規参入の
促進、産業規模に関する検討、
技術者の育成、メンテナンスへ
の市民参画等の取組を推進

インフラメンテナンス国民会議において、フォーラ
ムやセミナー、シンポジウムを開催することで会員
間の交流・連携を促進した。その結果、平成２９年
１０月現在までに、会員数は着実に増加（１９９者
→６９３者）し、フォーラム等が計１４回（革新的技
術５、自治体支援２、技術者育成１、市民参画１、
近畿本部５）開催されるなど、活動が本格化してき
ている。
（順調）

地方ブロックごとにフォーラムを設立し、
メンテナンスに係る技術開発、技術者育
成や市民参画等の取組のベストプラク
ティスを掘り起こし、全国への横展開を
図る予定。

優れた技術開発や取組を顕彰
すること等により、インフラメンテ
ナンスに係るベストプラクティス
を普及し、事業者、研究者等の
取組を促進

第１回インフラメンテナンス大賞において、平成２８
年１１・１２月に公募を実施し、２４８件の応募から
選考委員会の審査を経て計２８件の受賞者を決定
した。
（順調）

第２回インフラメンテナンス大賞の公募
を平成２９年１０・１１月に実施予定。

民間企業の技術・ノウハウやス
ケールメリットを活かして効率的
な維持管理を図るため、地域建
設企業の活用も図りながら複数
の分野や施設の維持管理業務
を複数年にわたり委託する包括
的民間委託を普及

インフラメンテナンス国民会議 自治体支援フォー
ラム（平成２９年２月）を開催し、包括的民間委託
の導入を図る自治体の取組を紹介。
現在まで７回にわたり包括的民間委託勉強会を開
催し、導入に当たっての課題等について検討。勉
強会での検討により４自治体で新たに包括的民間
委託に関する取組が始まった。
（順調）

包括的民間委託の勉強会や各種会議
における、先行事例の横展開等を通じ
て包括的民間委託等の導入を推進して
いく。

改革工程の進捗状況

ＫＰＩの状況

ＫＰＩ
目標値

（達成時期）

ＫＰＩの進捗

実績値（時点） 区分
次回の把握時期と今後の

方針

第
一
階
層

登録された民間資格を保有している技
術者数

2020年度末まで
増加傾向

約40,600人（2016
年度）

Ａ

社会資本整備・管理等に係る各種
施策の実施状況を適切に把握しな
がら、社会資本整備・管理等を効果
的に推進する。

インフラメンテナンス国民会議に参加す
る企業・団体等の会員数

600（2020年度
末）

650者（2016年8月
8日時点）

Ａ

会員数については一定の進捗が確
認されたところであり、今後は国民
会議の取組の質の充実強化と活性
化を図る。

第
二
階
層

国内の重要インフラ・老朽化インフラの
点検・補修をセンサー、ロボット、非破
壊検査技術等の活用により効率化する
割合

20％（2020年度
末）

－ Ｎ

次世代社会インフラ用ロボットによる
点検等については、水中の分野は、
平成28年度より試行的導入を実施
している。センサー等を用いた社会
インフラのモニタリング技術について
は、橋梁、法面・斜面、河川堤防、海
洋・沿岸構造物、空港施設の５分野
で、順次現場検証を開始している。
戦略的イノベーション創造プログラ
ム（SIP）等の各種制度を活用しつつ、
施策を推進していく。今後、可能な
限り速やかに進捗の評価を行う。
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